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平成２３年度市債発行計画（全体）

平成２３年度市債発行計画 （単位：百万円）

平成23年度発行計画 平成22度発行計画 差引

A B A-B

60,715 78,368 △ 17,653

176,105 188,841 △ 12,736

市場公募 113,000 123,000 △ 10,000

銀行等引受 53,105 45,841 7,264

フレックス枠 10,000 20,000 △ 10,000

236,820 267,209 △ 30,389合計

公的資金

民間資金
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平成２３年度債券発行計画

（１）市場公募
   （単位：百万円）

発    行

計 画 額 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 計　画  額 発行見込額

10   年   債 70,000 20,000 10,000 20,000 20,000 10年債 80,000 80,000

なごやか市民債 3,000 3,000 なごやか市民債 3,000 3,000

小　　　　計 73,000 20,000 10,000 3,000 20,000 20,000 小計 83,000 83,000

５   年   債 20,000 (10,000) 5年債 20,000 20,000

超  長  期  債 20,000 超長期債 20,000 22,000

合　　　　計 113,000 合計 123,000 125,000

5月の（　　）の数字は平成22年度の出納整理期の発行額です。

（２）フレックス枠 …昨年同様、市場公募債のスポット的な発行や市場公募債以外での潜在的な投資家需要

　の開拓に活用します。

   （単位：百万円）

区 分

フ レ ッ ク ス 枠

（３）銀行等引受（証券）
   （単位：百万円）

区 分

名 古 屋 市 事 業 公 債

（注）発行額は、起債の許可状況等により、変動することがあります。

　　　平成２３年度第1・四半期（　　）の数字は、平成２２年度の出納整理期の発行額です。

計   画   額

 １０,０００

－            

第3・四半期

－           

計   画   額

 １５,０００  １５,０００

平      成      ２３    年      度

第１・四半期

（出納整理期）

平成２４年度

第4・四半期

－            

第2・四半期

 (１０,０００)

第１・四半期

発        行

区分

※超長期債のうち、2,000百万円はフレックス
   枠を活用しました。

平成２２年度月　　　別　　　発　　　行　　　計　　　画

10,000

20,000

10,000

区　　　　　　分

発        行

下期上期

平      成      ２３    年      度

 １０,０００

   （単位：百万円）

計　画  額 実　績  額

フレックス枠 7,000

（うち超長期債） （2,000）

（うち銀行等引受債） （5,000）

合計 20,000 7,000

平成２２年度
区分

20,000

   （単位：百万円）

計　画  額 発行見込額

銀行等引受債 15,000 15,000

小計 15,000 15,000

区分
平成２２年度

※銀行等引受債のうち、5,000百万円はフレックス
　 枠を活用しました。
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平成２３年度債券発行計画の特長

① 市債発行額（全体）

 2,672億円 ⇒  2,368億円（△304億円）
○平成23年度の本市債全体の発行額は、平成22年度計画対比で304億円の
減少となります。このため、公的資金を177億円、民間資金を127億円減額しま
す。

② 9月債（10年債）の発行額100億円
○本市債全体の発行額の減少に伴い10年債の発行額を100億円とします。な
お、これに伴い従来と異なる発行方式を検討する可能性があります。

③フレックス枠100億円
○本市債全体の発行額の減少に伴いフレックス枠を100億円とします。

○平成22年度と同様に市場公募債のスポット的な発行や市場公募債以外の
潜在的な投資家需要の開拓に活用します。
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市場公募債発行実績

平成２２年度発行実績

平成２１年度発行実績

   （単位：百万円）

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月

５   年   債 10,000 10,000 13,000

10   年   債 20,000 20,000 20,000 20,000

超  長  期  債 10,000 10,000 15,000 10,000

3,000

10,000 10,000 20,000 10,000 10,000 20,000 3,000 35,000 13,000 30,000

区　　　　　　分
月　　　別　　　発　　　行　　　実　　　績

なごやか市民債

合　　　　計

   （単位：百万円）

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月

５   年   債 12,000 10,000

10   年   債 20,000 20,000 20,000 20,000

超  長  期  債 10,000 12,000

3,000

12,000 20,000 10,000 20,000 3,000 10,000 20,000 12,000 20,000

月　　　別　　　発　　　行　　　実　　　績

なごやか市民債

区　　　　　　分

合　　　　計

２０Ｙ

２０Ｙ

３０Ｙ

２０Ｙ
３０Ｙ

３０Ｙ
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市場公募債（全国型）発行実績の推移

市場公募債発行額の推移
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○ 地方分権の流れの中、本市では平成１９年度から共同発行方式をやめ、全ての市場公募債につ
いて本市独自で条件を決定する方式に変更しました。近年では、１０年債での調達を中心としつつ、
低金利が続く金融情勢を反映して超長期債のウェイトを増加させています。

市場公募債発行額 償還年限別構成比



6

格付けの取得

○ 本市は、平成１９年１１月７日にムーディーズ・インベスターズ・サービス・インク（現在はムーディー
ズ・ジャパン株式会社）より格付けを取得しました。

（ネガティブ）

BCA（自治体固有の信用力）：４
※札幌市、静岡市、浜松市、福岡市、堺市、静岡県、広島県、福岡県 ：４ 京都市、大阪市、新潟県：５

○安定的な地域経済に支えられた強固な税収基盤

○様々な財政健全化への取り組みとその実績

＜ムーディーズ格付け＞
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起債の資金別内訳

起 債 の 資 金 別 内 訳
(単位：百万円，％)

年  度 平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度 平成２２年度末現在高

区  分 （実績） 構成比 （実績） 構成比 （発行見込） 構成比 （予算現額） 構成比 （3/31現在） 構成比

２９,５５７ １０.２ ３２,６７２ １１.９ ６１,６１５ ２１.４ ４２,５５７ １８.０ ８６１,３２６ ２６.７

財 政 融 資 資 金
（ 資 金 運 用 部 ）

２９,５５７ １０.２ ３２,６７２ １１.９ ６１,６１５ ２１.４ ４２,５５７ １８.０ ６２９,７７７ １９.５

簡 保 ・ 郵 貯 資 金 － － － － － － － － ２３１,５４９ ７.２

１８,１７５ ６.３ ２６,５２７ ９.７ １９,１２９ ６.６ １６,８８３ ７.１ ４３８,００９ １３.６

(８９,４５０) (７６,２４０) (５４,４７０) (５８,５３０)

１６６,０００ ５７.３ １５３,０００ ５５.８ １２５,０００ ４３.４ １１３,０００ ４７.７ １,２３４,０００ ３８.２

７４,３７９ ２５.６ ５９,９５４ ２１.９ ８０,５３１ ２８.０ ５３,１０５ ２２.４ ６８１,８８３ ２１.１

６２,３７９ ２１.５ ４４,９５４ １６.４ ７０,５３１ ２４.５ ３８,１０５ １６.１ ２６８,８５３ ８.３

－ － － － － － １０,０００ ４.２ － －

１,７１２ ０.７ １,８５４ ０.７ １,５９４ ０.６ １,２７５ ０.６ １４,３２７ ０.４

（注）括弧書きは市場公募債の借換分で内書きである。
　　　平成23年度のフレックス枠については、発行区分が確定していないため、便宜的に別枠とした。
　　　市場公募資金には、共同発行市場公募地方債、住民参加型市場公募地方債及び超長期債分を含む。
　　　公営企業金融公庫資金は平成２０年１０月より地方公営企業等金融機構資金となり、平成２１年６月より地方公共団体金融機構資金となった。

銀 行 シ 団 以 外

そ の 他

合 計

市 場 公 募 資 金

政 府 資 金

地方公共団体金融機構資金
（ 旧 公 庫 ・ 機 構 ）

銀 行 シ 団 ５.５

３,２２９,５４５

１５,０００ ６.３ ４１３,０３０１２,０００ ４.１

２８９,８２３ １００

１５,０００

１００

１２.８

２３６,８２０ １００２７４,００７ １００

銀行等引受資金

フ レ ッ ク ス 枠

１０,０００ ３.５

２８７,８６９ １００
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地方債計画資金区分

（単位：億円，％）

計  画  額 構成比 計  画  額 構成比 計  画  額 構成比 計  画  額 構成比

政 府 資 金  ３２,４００ 26.0      ３９,３４０ 27.7      ４３,３９０ 27.3      ３７,３１０ 27.1     

地 方 公 共 団 体 金 融 機 構 －               -       １８,３３０ 12.9      ２１,５９０ 13.6      １８,９３０ 13.8     

公 営 企 業 金 融 公 庫  ２,１００ 1.7       －               -      －               -      －               -      

地方公営企 業等金 融機構  １１,２３０ 9.0       －               -      －               -      －               -      

市 場 公 募 資 金  ３４,０００ 27.2      ３６,７００ 25.9      ４３,０００ 27.0      ４２,０００ 30.6     

銀 行 等 引 受 資 金  ４５,０４６ 36.1      ４７,４７４ 33.5      ５０,９９６ 32.1      ３９,１００ 28.5     

合 計  １２４,７７６ 100       １４１,８４４ 100       １５８,９７６ 100       １３７,３４０ 100      

（注）当初計画ベースで作成

２３　 年   度２０　 年   度 ２１　 年   度 ２２　 年   度
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公債償還基金（満期一括償還分）の推移

○ 将来の償還を確実に行うため、満期一括償還方式の借入額に対し、年６％ずつ公債償還基金へ積立を行っており、

積立不足はなく、償還に問題はありません。

○ 平成１７年度及び平成１８年度に積立より取崩が多くなっているのは、平成４年度からの景気対策に伴う公共事業

の財源として発行した多額の市債の満期が到来し、その償還のための取崩が多くなった一方、その後の市債発行

の抑制により積立額が減少したことによるものですが、平成１９年度以降、再び積立が取崩より多くなりました。
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＊ 一般会計分の数値を掲げた。





10

市民税減税について（１）

平成23年度当初予算については、市民税減税の実施を前提に編成作業を進め

てきましたが、減税が継続して実施されないこととなりました。

減税を実施するために必要な220億円のうち平成22年度の市民税減税の影響で

減収となる61億円を除いた159億円については次のとおり対応しています。

○現下の厳しい経済・雇用情勢に配慮した建設事業や福祉、健康、

子育て、教育分野における課題への早期対応などに活用 47億円

○地方交付税交付金及び臨時財政対策債の収入見込額の減少へ

の対応 50億円

○予算計上を留保 62億円

（62億円のうち、4月補正で8億円を東日本大震災被災地域の支援に活用）
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市民税減税について（２）

○市民税減税の財源
減税の財源は行財政改革で確保します。

【市民税減税に必要な金額】 220億円 【新たな行財政改革への取組み】

見直し額

内部事務の見直し 23億円

施策・事務事業の見直し 1億円

公の施設等に関する見直し 1億円

歳入の確保 47億円

人件費関係分 18億円

定員の見直し 16億円

非常勤行政委員の報酬日額化等 2億円

90億円

予算計上を留保
※62億円のうち東日本大震災
　被災地域の支援8億円（4月補正）

62億円

61億円

47億円

地方交付税等の収入見込額減
少への対応

50億円

合計

区分
平成22年度の減税の影響によ
る減収分

現下の厳しい経済・雇用情勢
への早期対応
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市税収入の推移

市税収入の推移
4,7695,1654,952 4,9385,163 4,8724,966 4,805 4,806 4,689 4,568 4,611 4,735
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＊ 平成21年度までは決算、22年度は3月補正後、23年度は当初予算

（３月補正後）
（当初予算）
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一般会計プライマリーバランスの推移

○ プライマリーバランスは、
世代間の受益と負担の関
係を表す指標で、(歳入－
公債収入)－(歳出－公債
費) により算出されます。

○ 公債費を除いた支出が公
債収入以外の収入で賄わ
れている状態がプライマ
リーバランスの均衡であり、
現世代の負担と受益が均
衡した状態です。

○ プライマリーバランスがマ
イナスの状態は、現世代
が負担以上の行政サービ
スを享受し、将来世代に負
担を回している状態です。
本市は平成１５年度以降、
プラスを確保しています。

316

36

488

605 632

487

380

461

101

5667

-48

208

-381

-1,068

-893

-178

-1,200

-1,000

-800

-600

-400

-200

0

200

400

600

800

7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23

年度

億円

（461）

9,563

9,102

合計 10,499 合計 10,499

歳入 歳出

936 公債費 1,397

公債費以外の
支出

公債収入
（市債）

市債以外の
収入

プライマリー
バランスの
黒字部分
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健全化判断比率・資金不足比率

○ 平成２１年度における健全化判断比率は基準をすべてクリアしていますが、今後も世代間の負担の公平に配慮しつつ、将
来世代に過度な負担を残さないよう計画的な財政運営を進めていきます。

○ 平成２１年度における公営企業の資金不足比率は、病院事業、自動車運送事業において資金不足が生じています。

※ 連結実質赤字比率の財政再生基準には経過措置が設けられており、平成２０年度、２１年度については４０％、２２年度に
ついては３５％、２３年度からは３０%となります。

健全化判断比率
早期健全化 財政再生

２０年度 ２１年度 差引 基準 基準

　実質赤字比率
一般会計等を対象とした実質赤字の標準財
政規模に対する比率

- - - ※１１．２５％ ※２０％

　連結実質赤字比率
全会計等を対象とした実質赤字の標準財政
規模に対する比率

- - - ※１６．２５％ ４０％ ※

　実質公債費比率
一般会計等が負担する元利償還金及び元
利償還金に準ずる経費の標準財政規模に
対する比率

※１３．５％ ※１２．７％ △０．８％ ※２５％ ※３５％

　将来負担比率
地方債残高や債務負担行為に基づく支出予
定額など一般会計等が将来負担すべき実質
的な負債の標準財政規模に対する比率

※２２４．９％ ※２１８．６％ △６．３％ ※４００％

資金不足比率

２０年度 ２１年度 差引

　病院事業会計 ※９．３％ ※１５．０％ △５．７％

　自動車運送事業会計 ※５５．３％ ※５３．６％ △１．７％

公営企業ごとの資金不足額の事業規模に対
する比率

※２０％

区   分 概   要
本市比率

区   分 概   要
本市比率

経営健全化基準
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一般会計市債残高の推移

16,391 16 ,301 15 ,844 15 ,308 14 ,914 14 ,522 14 ,252 14 ,111 13 ,801
16 ,087

4 ,7934 ,4563 ,8923 ,4963 ,2343 ,0882 ,913
2 ,7082 ,342

1 ,770

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

18,000

20,000

14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 年度

億円

通常債 特例的な市債（減税補てん債、臨時税収補てん債、臨時財政対策債、第三セクター等改革推進債）

市債残高（一般会計）の推移

＊平成２２年度までは決算、平成２３年度は３月補正後見込み、平成２３年度は当初予算 （市大分は独立行政法人化により平成１８
年度から一般会計で経理されるが、比較のため平成１７年度以前は市立分を一般会計に組替計上した）

18,59417,857
18,733 19,009 18,757 18,018 18,144 18,56718,396 18,148

（3月補正後） （当初予算）
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市債残高（全会計）の推移

33,692 33,231 32,821 32,639 32,974 32,67733,786 34,575 34,636 34,121

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

40,000

14 15 16 17 18 19 20 21 22 23

企業会計 特別会計 一般会計

億円

年度

＊平成２１年度までは決算、平成２２年度は３月補正後見込み、平成２３年度は当初予算

（3月補正後） （当初予算）
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○ 一般会計の市債現在高が過去の最高額1兆9,009億円（平成16年度末）

を超えないようにする

①市債（臨時財政対策債などの特例債を含む）発行額の抑制
・毎年度のプライマリーバランスの黒字を維持する

・行政改革推進債を発行しない

②健全化判断比率が一定水準を超えない
・将来負担比率が250%を超えない
・実質公債費比率が18%を超えない

今後の財政運営について

行政改革推進債発行額の推移

平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度
平成22年度

以降

32億円 21億円 11億円 11億円 ―

方 針

規律の設定

規律の内容

○ 財政調整基金の積立額100億円を目指す

財政調整基金残高の推移

市債には、施設の建設など長期にわたって便益を受けるものについて世代間の負担の公平や財政支出の

平準化、税収不足等に対する臨時的な財源補完といった役割があります。一方、市債の返済は、公債費として
財政負担となるものであることから、市債現在高に一定の規律を設けることとしました。

また、年度間の財政の弾力性を確保する観点から、財政調整基金の積立額の目標を設けることとしました。

世代間の負担の公平に配慮しつつ、将来世代に過度な負担を残さない計画的な財政運営を進めます。

899 690 669

1,560
2,122

3,221

4,181

8,767

5,218

8,222

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

10,000

14 15 16 17 18 19 20 21 22 23
年度

百万円

（3月補正後）

（当初予算）


